
福島県若手社員の出会いの場創出事業費補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、福島県補助金等の交付等に関する規則（昭和４５年福島県規則第

１０７号。以下「規則」という。）及びこの要綱の規定に基づき、福島県若手社員の

出会いの場創出事業費補助（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

 

（補助目的及び補助事業者） 

第２条 県は、少子化対策の一環として、地域の企業・団体等と連携し、若手社員の様々

な交流の場を創出することにより、地元での男女の出会いの機会を増やし、福島での

結婚の希望がかなう環境づくりを進め、ひいては若者の地元定着を図るため、青年会

議所や商工会議所等の団体又は企業に対し、知事が認める事業に要する経費へ予算の

範囲内で補助金を交付する。 

 

（補助対象事業、補助対象経費、補助率等） 

第３条 この要綱において「若手社員の出会いの場創出事業」とは、出会いや結婚への

支援を望んでいる企業の若手社員等に対して、青年会議所、商工会議所等の団体や企

業等が自ら企画・開催する出会いの場の創出に資する事業であり、「若手社員の出会

いの場創出事業費補助金イベント実施要領」（以下「実施要領」という。）に基づいた

婚活イベント、スポーツ、文化活動等の交流イベント事業をいう。 

２ 若手社員の出会いの場創出事業（以下「補助事業」という。）のうち、補助対象経

費、補助率等は、別表第１及び実施要領に定めるとおりとする。ただし、国又は県、

市町村等の他の補助事業として採択された事業を除く。 

 

（補助金の交付の申請及び申請書等の様式等） 

第４条 補助事業者は、補助金の交付を受けようとするときは、第１号様式による補助

金交付申請書及び以下（１）～（５）の添付書類を知事に提出しなければならない。 

（１）事業計画書（第１号様式の１） 

（２）収支予算書（第１号様式の２） 

（３）暴力団等反社会的勢力でないこと等の表明・確約に関する同意書 

（第１号様式の３） 

（４）団体又は企業の定款 

（５）その他参考となる書類 

２ 前項の補助金交付申請書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額

（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和６３  



年法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除することができる部

分の金額及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）に規定する地方消費

税の税率を乗じて得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）

がある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当

該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らかでない場合は、この限りでない。 

 

（補助金の交付の決定） 

第５条 知事は、前条第１項の規定による補助金の交付の申請が適当であると認めたと

きは、補助金の交付の決定をし、当該補助事業者に通知するものとする。 

２ 前項の規定により補助金の交付の決定を通知する場合において、補助金の交付の決

定に際して、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、補助金の申請に係る

事項に条件を付すことができるものとする。 

 

（補助の条件及び交付決定の取り消し） 

第６条 補助金の交付の目的を達成するため、補助事業者は、次に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

（１）補助金に係る規則及びこの要綱の規定に従うこと。 

（２）補助事業に関する収入及び支出を明らかにした帳簿並びに当該収入及び支出に関 

する証拠書類を補助事業の終了の翌年度から起算して５年間保管しなければなら

ないこと。 

（３）補助金を当該事業の目的以外の用途に使用してはならないこと。 

（４）補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、速や 

かに知事に報告して、その指示を受けなければならないこと。 

（５）補助事業の実施に当たっては、暴力団等の排除に係る県の取扱いに準じて行わな 

ければならないこと。 

（６）県税の滞納がないこと。 

２ 前項の規定に違反した場合のほか、補助事業者が補助事業に関して補助金の交付の

決定の内容若しくはこれに付された条件又はこの要綱の規定若しくはこれに基づく

県の処分に違反したときは、知事は、補助金の交付の決定の全部又は一部を補助金の

額の確定があった後においても取り消すことができるものとする。 

 

（補助事業の変更の承認等） 

第７条 補助事業者は、補助金の交付の決定を受けた補助事業について、規則第６条第

１項第１号及び第２号の規定に基づき知事の承認を受けようとする場合は、事前に第

２号様式による補助事業変更（中止・廃止）承認申請書を知事に提出しなければなら

ない。 



２ 知事は、前項の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、適当であると

認めたときは、補助事業の中止若しくは廃止の承認決定又は補助金の交付の変更決定

をし、当該補助事業者に通知するものとする。 

３ 規則第６条第１項第１号に規定する別に定める軽微な変更は、次のとおりとする。 

（１）事業の内容又は補助金の額に影響を及ぼさないと認められる場合において行う補

助対象事業費の２０％以内の減額変更。 

（２）事業の内容又は補助金の額に影響を及ぼさないと認められる場合において行う経 

費の配分の変更。 

 

（申請を取り下げることができる期日） 

第８条 規則第８条第１項に規定する別に定める期日は、交付の決定の通知を受理した

日から起算して１０日を経過した日とする。 

 

（実績報告等） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了した場合は、第３号様式による完了報告書及び

第４号様式による実績報告書、「実施要領」に定める書類を補助事業の完了の日若し

くは中止若しくは廃止の承認を受けた日から起算して３０日を経過した日又は補助

事業の実施年度の３月３１日のいずれか早い期日までに知事に提出しなければなら

ない。 

２ 補助事業者は、第４条第２項ただし書の規定により交付申請した場合において、前

項の実績報告書の提出に当たって、当該補助金に係る消費税仕入控除税額等が明らか

になった場合は、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 補助事業者は、第４条第２項ただし書の規定により交付申請した場合において、第

１項の実績報告書を提出した後に、消費税の申告により当該補助金に係る消費税仕入

控除税額等が確定した場合には、その金額を速やかに第７号様式により知事に報告す

るとともに、当該金額を知事に返還しなければならない。 

 

（補助金の額の確定） 

第１０条 知事は、前条第１項の規定による報告を受けた場合は、報告書等の書類審査

を行い、その報告に係る補助事業の実施結果が補助金の交付の決定の通知内容に適合

すると認めたときは交付すべき補助金額を確定し、当該補助事業者に通知するものと

する。ただし、交付の決定額と確定額とが同額である場合を除く。 

 

（補助金の交付） 

第１１条 補助金は、前条の規定により交付すべき補助金の額を確定した後に第５号様

式により交付するものとする。ただし、知事が補助金の交付の目的を達成するため必



要があると認めたときは、概算払を請求することができる。 

２ 補助事業者は、前項ただし書の規定に基づき概算払を請求しようとするときは、第

６号様式による概算払請求書を知事に請求しなければならない。 

 

（補助事業の遂行状況の報告及び調査） 

第１２条 知事は、必要があると認めるときは、補助事業者に対して、補助事業の遂行

状況の報告を求め、又は必要な調査を行うことができるものとする。 

 

（情報の開示） 

第１３条 補助事業又は補助事業者に関して、福島県情報公開条例（平成１２年福島県

条例第５号）に基づく開示請求があった場合は、同条例第７条第１項の規定による非

開示項目以外の項目は、原則として開示するものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第１４条 補助事業の実施に当たって知り得た個人情報は、補助事業者の責任の下で厳

重に管理し、本人の承諾を得ずに他の目的に利用してはならない。 

２ 補助事業者は、個人情報の保護について、個人情報の保護に関する法律（平成１５

年法律第５７号）及び福島県個人情報の保護に関する法律施行条例（令和四年福島県

条例第６９号）に規定する内容を遵守しなければならない。 

 

（委任） 

第１５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、知事が別

に定める。 

 

附則 

この要綱は、令和６年４月２６日から施行し、令和６年度事業から適用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表第１（第３条関係） 

１ 

事業 

２ 

補助対象経費 

３ 

補助率 

４ 

補助限度

額 

１婚活イベント 補助事業者又は関係する企 

業等が雇用している独身 

従業員を対象に、1回のイ 

ベントにつき、独身男女各 

10 名以上を対象に実施する 

婚活イベント。 

※ただし、男女のマッチング 

を行うイベントに限る。 

報償費、旅費、 

需用費、役務 

費、委託料並び 

に使用料及び 

賃借料、体験料 

 

10/10 20 万円 

２スポーツ、文化

活動等の交流

イベント 

補助事業者又は関係する企 

業等が雇用等している独身 

従業員等を対象に、1回のイ 

ベントにつき、独身男女各 

10 名以上を対象に実施する 

スポーツ、文化活動等の交流 

イベント。 

※男女のマッチングを必須

としない。 

報償費、旅費、 

需用費、役務 

費、委託料並び 

に使用料及び 

賃借料、体験料 2/3 20 万円 

 

 ※詳細は福島県若手社員の出会いの場創出事業費補助金イベント実施要領のとおり。 


